
・2016年３月、欧州委員会は、加盟国に対して、国外

派遣労働者について適用される派遣先国の賃金の

対象を最低賃金から報酬全般に拡大すること等を

内容とする国外派遣労働者指令案の改訂案を示し

た。これに対して、11か国が補完性原則に違反する

（ＥＵの権限の範囲を超える）としたため、同委員会

で改訂案を再検討することとなったが、同年７月、同

委員会は原案が妥当と判断した。

・2016年６月、欧州委員会は、欧州新スキル・アジェ

ンダを発表した。これは、低技能者のスキル向上等

を目指すスキル・ギャランティーの創設やデジタル

スキルに秀でた人材をプールする官民を挙げたデ 

ジタルスキル・ジョブ連合の創設等を内容とするもの

であり、今後２年間で順次実施していく計画である。

・2016年６月、ＥＵ域外からの高技能労働者の入国条

件を緩和するブルーカードの改定が施行された。

・2016年６月、英国においてEU離脱の是非を問う国

民投票が行われ、離脱が多数を占めた。今後、EU

基本条約第50条に基づく離脱通告が英国側からEU

側になされ、その離脱に向けた交渉や離脱後の新し

い関係構築に向けた交渉が開始される予定。EUを

取り巻く環境が厳しさを増す中、EUでは、その求

心力を維持すべく、難民やテロへの対応等のほか、

若者の雇用対策を重要課題の一つとして掲げ、ユー

ス・ギャランティー等を更に進めていくこととしている。

１　概観…………………………………………
　欧州連合（EU）は、1993年、マーストリヒト条約に

より設立された欧州地域における政治・経済の統合体で

ある。現在、加盟国は28か国1である。主な統治機構と

しては、欧州議会（EU市民の代表により構成）、欧州理

事会（加盟国の首脳、欧州理事会議長及び欧州委員会委

員長により構成）、閣僚理事会（加盟国の閣僚により構

成）、欧州委員会（各加盟国から1名ずつ計28名の委員に

より構成。その下に日本の「省庁」に相当する33の総局

がある）等がある。

　加盟国は、EUの目標のため、政策の企画・立案・実

施に関する権限の一部をEUに委譲することとされてい

る。具体的には以下に分類される。

①　EUに排他的な権限がある事項（加盟国には権限がな

い）

②　EUと加盟国が権限を共有する事項

③　EUが加盟国の取組みを支援、協調、補完する事項

　労働施策は、③の事項に該当する職業訓練、そもそも

EUに権限が認められていない賃金、団結権、ストライ

キ権、ロックアウト権を除き、②の共有権限事項に該当

する。

　共有権限事項におけるEUの政策への関与のあり方は

一様ではない。まず、（a）労働安全衛生、（b）労働条件、

（c）被用者に係る社会保障・社会保護、（d）雇用保障、

（e）労働者への情報提供・協議、（f）集団的労使関係、

（g）外国人（合法的に居住する）の就業条件、（h）就職

困難者の労働市場への統合及び（i）男女の雇用機会・待

遇の均等については、EUは、加盟国において漸進的に

適用されるための最低基準を「指令」として制定するこ

とができる。ただし、このうち（c）、（d）、（f）及び（g）

については、指令を制定するためには加盟国の全会一致

（それ以外の分野は特定多数決）が必要2とされているこ

とから、事実上、（a）、（b）、（e）、（h） 及び（i）の分野

において、EU レベルでの法整備が図られている。

　また、いわゆる雇用・失業対策においては、加盟国の

権限が尊重され、EUは、加盟国に共通する目標やそれ

を達成するためのガイドライン等を策定し、加盟国同士

のピアレビューを通じて目標達成を目指すといったソフ

第 5 節　欧州連合（European Union：EU）
労働施策 � （参考）1ユーロ =120.30 円（2016 年期中平均）

■1）	� ベルギー、ブルガリア、チェコ、デンマーク、ドイツ、エストニア、アイルランド、ギリシャ、スペイン、フランス、クロアチア、イタリア、キプ
ロス、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルク、ハンガリー、マルタ、オランダ、オーストリア、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、スロベニ
ア、スロバキア、フィンランド、スウェーデン、英国。

■2）	� これらの分野については、EU は、加盟国の活動を支援、補完することが主たる任務になる。このほか、EU の基本条約上、（j）社会的疎外への対応、
（k）社会保護制度の近代化が、加盟国の活動を支援、補完する分野として挙げられている。
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トな手法（「公開調整方法」と呼ばれる）がとられている。

　このほか、外国人労働者対策については、外国人のEU

域内への移動・滞在に関して、EUに域内に共通する政

策を展開する権限が認められている。

２　経済情勢……………………………………
　世界金融危機の影響で2008年以降急速に後退し、2010

年に2.0％のプラス成長に転じたものの、2011年の夏以

降、ギリシャに端を発する欧州の政府債務危機の影響が

広がった結果、2012年はマイナス成長になった。2013年

以降緩やかな回復が続いていたが、2016年に入るとユー

ロ安に一服感が出てきたことや原油価格が上昇傾向にあ

ることから、成長の勢いは弱まりつつある。さらに英国

のEU離脱交渉の影響が今後懸念される。

３　雇用・失業対策……………………………
（1）	 雇用・失業情勢

　EU全体の失業率は、2008年第1四半期には6.8％まで

低下した。その後の世界金融危機や欧州の政府債務危機

の影響を受けて急速に悪化する等したものの、2013年第

3四半期以降、高水準ながら緩やかに低下し、2016年第

1四半期は8.8％となり8％台となった。2016年第2四半

表 3-5-1　実質GDP成長率
（%）

年 2011 2012 2013 2014
2015 2016

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3
実質GDP成長率 1.7 -0.5 0.2 1.6 2.2 0.7 0.4 0.4 0.5 0.5 0.4 0.4 
うちユーロ圏19か国 1.5 -0.9 -0.3 1.2 2.0 0.8 0.4 0.3 0.5 0.5 0.3 0.3

資料出所：EU統計局（EUROSTAT）
注：各四半期の値は対前期比、季節調整済値。

表 3-5-2　EUの雇用指標
（千人、%）

年 2011 2012 2013 2014
2015 2016

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2
労働力人口 239,176 240,906 241,531 243,149 243,729 242,550 243,480 244,409 244,478 243,710 245,150 
ユーロ圏19か国 158,312 159,472 159,718 160,719 161,009 160,496 160,921 161,053 161,565 161,446 162,252 

労働力率（15～64歳） 71.1 71.7 72.0 72.3 72.5 72.5 72.5 72.6 72.7 72.8 73.0 
ユーロ圏19か国 71.4 72.0 72.2 72.4 72.5 72.4 72.5 72.5 72.6 72.7 72.9 

就業者数 216,219 215,811 215,415 218,334 220,845 217,981 220,454 222,582 222,365 221,388 224,229 
パートタイム比率（15～64歳） 18.8 19.2 19.6 19.6 19.6 19.6 19.6 19.6 19.5 19.6 19.5 
有期雇用比率（15～64歳） 11.8 11.5 11.5 11.7 11.9 11.8 11.9 12.0 12.0 12.0 12.1 
ユーロ圏19か国 142,296 141,457 140,663 142,078 143,559 141,831 143,396 144,536 144,471 144,213 146,040 
パートタイム比率（15～64歳） 20.1 20.7 21.5 21.5 21.6 21.6 21.7 21.7 21.6 21.7 21.6 
有期雇用比率（15～64歳） 13.2 12.7 12.6 12.8 13.1 12.9 13.1 13.2 13.2 13.1 13.3 

就業率（15～64歳） 64.2 64.1 64.1 64.8 65.6 65.3 65.5 65.8 66.0 66.3 66.6 
女性 58.4 58.6 58.8 59.6 60.4 60.1 60.3 60.6 60.7 61.0 61.3 
55～64歳 47.2 48.7 50.1 51.8 53.3 52.5 53.0 53.6 54.1 54.6 55.1 
ユーロ圏19か国 64.1 63.7 63.4 63.9 64.5 64.3 64.4 64.7 64.9 65.2 65.4 
女性 58.2 58.2 58.2 58.8 59.5 59.1 59.4 59.6 59.8 59.9 60.2 
55～64歳 47.0 48.6 50.0 51.7 53.3 52.6 53.0 53.6 54.1 54.7 55.1 

失業者数（15～74歳） 23,126 25,271 26,299 24,812 22,887 23,637 23,243 22,561 22,048 21,568 21,120 
25歳未満 5,330 5,618 5,620 5,145 4,646 4,815 4,692 4,573 4,464 4,349 4,282 
ユーロ圏19か国 16,185 18,192 19,241 18,640 17,454 17,954 17,701 17,208 16,924 16,635 16,365 
25歳未満 3,279 3,554 3,603 3,422 3,160 3,235 3,163 3,120 3,081 3,014 2,973 

失業率（15～74歳） 9.7 10.5 10.9 10.2 9.4 9.7 9.6 9.3 9.0 8.8 8.6 
25歳未満 21.7 23.3 23.7 22.2 20.3 20.9 20.6 20.1 19.7 19.2 18.8 
ユーロ圏19か国 10.2 11.4 12.0 11.6 10.9 11.2 11.0 10.7 10.5 10.3 10.1 
25歳未満 21.3 23.6 24.4 23.8 22.4 22.7 22.4 22.2 22.0 21.5 21.0 

資料出所：EU統計局（EUROSTAT）
注： 各年の値は年間における平均値。労働力人口・就業者数の各四半期は原数値、パートタイム比率・有期雇用比率・就業率・失業者数・失業率の各四

半期値は季節調整済み値。
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期の失業率が10％以上の国は20％を超えるスペイン、ギ

リシャを含め6か国となっている。各国の失業率を、最

も低くなった2008年第1四半期と比較すると、依然とし

てチェコ、ドイツ、ハンガリー、マルタ、ポーランド、

スロバキア、英国を除く21か国で高い。

　失業率の悪化は各国における経済危機の深刻さや、各

国における雇用対策の違い等から大きな差があり、特に

債務危機に見舞われたギリシャ、スペインで高くなって

いる。

　25歳未満の若年者の失業率は、2013年には23％を超え

る等したものの、2014年第1四半期以降、緩やかに低下

しており、2016年第2四半期は18.8％となった。クロア

チア、イタリアで30％を超え、ギリシャ、スペインで

40％を超えている。各国の若年者の失業率を、最も低く

なった2008年第1四半期と比較すると、依然としてドイ

ツ、ハンガリー、マルタ、ポーランド、スウェーデン、

英国を除く22カ国で高く、特にギリシャ、スペインで25

ポイント近く高い。

表3-5-3  EU加盟国における失業率の比較
（%）

失業率 若年者の失業率

2008 Q1 2016 Q2 2008 Q1 2016 Q2
① ② ②－① ① ② ②－①

EU全体 6.8 8.6 1.8 15.2 18.8 3.6 
うちユーロ圏19か国 7.3 10.1 2.8 15.1 21.0 5.9 
ベルギー 6.9 8.2 1.3 16.9 21.0 4.1 
ブルガリア 6.1 7.9 1.8 13.1 15.4 2.3 
チェコ 4.5 4.1 -0.4 10.3 10.8 0.5 
デンマーク 3.2 6.1 2.9 7.5 11.7 4.2 
ドイツ 7.8 4.2 -3.6 10.9 7.1 -3.8 
エストニア 4.3 6.7 2.4 8.2 13.3 5.1 
アイルランド 5.1 8.3 3.2 10.2 17.5 7.3 
ギリシャ 8.0 23.5 15.5 22.7 48.6 25.9 
スペイン 9.3 20.1 10.8 20.6 45.6 25.0 
フランス 7.2 9.9 2.7 17.6 24.3 6.7 
クロアチア 9.5 13.3 3.8 25.3 31.7 6.4 
イタリア 6.5 11.5 5.0 20.2 36.9 16.7 
キプロス 4.0 12.4 8.4 10.2 26.8 16.6 
ラトビア 6.3 9.5 3.2 10.2 18.5 8.3 
リトアニア 4.2 8.2 4.0 9.1 15.5 6.4 
ルクセンブルグ 4.4 6.3 1.9 15.5 17.3 1.8 
ハンガリー 7.6 5.2 -2.4 19.1 13.4 -5.7 
マルタ 6.0 4.9 -1.1 12.3 9.6 -2.7 
オランダ 3.7 6.3 2.6 8.5 11.1 2.6 
オーストリア 4.2 6.1 1.9 8.5 10.9 2.4 
ポーランド 7.6 6.3 -1.3 17.8 17.5 -0.3 
ポルトガル 8.5 11.2 2.7 20.7 28.0 7.3 
ルーマニア 5.7 6.1 0.4 ･･･ ･･･ ･･･

スロベニア 4.7 8.0 3.3 11.4 14.8 3.4 
スロバキア 10.3 9.9 -0.4 19.4 21.8 2.4 
フィンランド 6.4 8.9 2.5 15.9 20.9 5.0 
スウェーデン 5.9 6.8 0.9 18.9 18.4 -0.5 
英国 5.1 4.9 -0.2 13.8 13.4 -0.4 

資料出所：EU統計局（EUROSTAT）
注：　季節調整済み値。
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（2）	 雇用・失業対策の基本的な枠組み

イ	 対策の策定プロセスと実施のメカニズム

（イ）	 雇用・失業対策の戦略の立案

　欧州連合運営条約（Treaty on the Functioning of 

the European Union: TFEU）3は、加盟国とEUが共同

で雇用・失業対策の戦略を策定する旨規定している（第

145条）。

　策定プロセスについては、同条約において、① 欧州委

員会と閣僚理事会（各国雇用担当大臣から構成）が策定

する合同年次報告に基づき、毎年、各国首脳による欧州

理事会が決議を採択（第148条第1項）、② 同決議に基づ

き、閣僚理事会が、雇用政策の立案に際し各加盟国が考

慮すべき事項を整理したガイドラインを策定（第148条

第2項）して行うこととされており、経済・雇用に係る

新たな中期戦略である「欧州2020戦略」（ロ（イ）参照）に

ついても、当プロセスを経て策定された。

（ロ）	 雇用対策の実施

　「欧州2020戦略」に基づき、個々具体的な雇用対策は

各加盟国により実施されるが、その施行状況については、

EUによるモニタリング、審査・改善提案のプロセスが

条約上規定されている。具体的には、①各加盟国が、雇

用対策の実施状況についての年次報告をまとめ、閣僚理

事会及び欧州委員会に提出（第148条第3項）、② 閣僚理

事会が、毎年、ガイドラインに照らしつつ、加盟国の雇

用対策の実施状況を審査し、必要に応じ、加盟国に対し

て改善を提案（第148条第4項）、③ 審査結果に基づき、

閣僚理事会と欧州委員会が、ガイドラインの実施状況に

係る年次報告を欧州理事会に提出（第148条第5項）する

こととされており、中期戦略に沿った雇用対策の実施、

審査・改善提案、欧州理事会へのフィードバックといっ

たPDCAサイクルが担保されている。

　また、雇用対策の実施に当たり、EUは、加盟国を支

援するとともに、必要に応じ、その取組みを補完しなけ

ればならないこととされている（第147条）。具体的あり

方としては、① 加盟国が実施する雇用対策に係る上記の

審査・改善を提案、② ①のプロセス等を通じて収集した

ベスト・プラクティス等をとりまとめた政策文書（コミュ

ニケーション）等の発出といったコンサルテーション機

能に加え、③ 欧州社会基金（ESF）4、欧州グローバル化

調整基金（EGAF）5等を活用した財政支援が挙げられる。

　このほか、加盟国間の国境を越えたEU域内の労働移

動を促進する観点から、EURES （European Employ-

ment Services）という欧州レベルの職業紹介サービス

のネットワークが構築6されている。

（ハ）	 欧州セメスター

　経済危機を受け、各加盟国の経済財政政策や雇用・失

業対策について、加盟国同士で監視し合い、EU全体と

して協調した政策が実施されるよう、2011年から「欧州

セメスター」という仕組みが導入されている。具体的な

プロセスは以下のとおりである。EUの意見を加盟国の

予算に反映することを目的とした仕組みとなっている。

①　毎年11月、欧州委員会が、各加盟国の成長見通しで

ある「年次成長概論」を作成。

　※�年次成長概論には、「雇用に関する年次報告」が添付

される。

②　閣僚理事会において、12月～翌年1月にかけて、「年

次成長概論」について議論（平行して欧州議会でも議

論）し、その結果を受け、3月、欧州理事会が、財政、

構造改革及び金融政策に関する方向性を提示。

③　欧州委員会は、3月、加盟国ごとの経済状況や構造

改革の取組状況等を分析した「国別報告」を作成。各

加盟国は、4月、経済政策と財政政策に係る2つの「プ

ログラム」を作成し、欧州委員会に提出。

■3）	� 2009年、リスボン条約による改正が行われた。
■4）	� 欧州社会基金（European Social Fund）は、EU加盟国及びEU地域における生活水準や繁栄の格差是正を図るために設置された構造基金

（Structural Fund）のうちの一つで、主に欧州雇用戦略のための拠出を行い、労働者の訓練、募集及び再教育のための援助を行っている。
■5）	� 欧州グローバル化調整基金（European Globalization Adjustment Fund）は、欧州社会基金と並ぶ構造基金であり、グローバル化に伴う事業縮

小事案について、個別企業の離職者に対する再就職支援を行う加盟国への財政支援を行っている。2014 ～ 2020年までの多年度予算であり、予算枠は
10.5億ユーロ。

■6）	� EURESは、欧州委員会及び参加国（EU加盟国、EEA加盟国及びスイス）の公共職業紹介所間の協力のネットワーク。専用のポータルサイトを運営
し、域内の求人・求職者情報を掲載しているほか、アドバイザーを配置し、求職者や企業への個別の相談等に応じている。（https://ec.europa.eu/
eures/）
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④　欧州委員会は、各加盟国の「プログラム」を検討・

評価。5月、各加盟国に対する「国別勧告案」を作成

し、閣僚理事会に提出。

⑤　閣僚理事会において、「国別勧告案」について議論

（平行して欧州議会でも議論）し、6月下旬～ 7月上旬、

欧州理事会が採択。

⑥　各加盟国は、「国別勧告」に基づき、予算案を作成。

（7月以降）

ロ　対策の基本的方向性

（イ）	「欧州2020戦略」

　欧州委員会はEUのリスボン戦略が2010年で終了する

ことを受けて、その後継となる2020年までの成長戦略と

して、2010年3月に「欧州2020戦略」に関する提案文書

を公表した。その後、欧州理事会での骨子の合意に引き

続き、6月には欧州理事会にて最終的な合意がなされた。

　「欧州2020戦略」においては、知的な（smart）成長・

持続可能な（sustainable）成長・包括的な（inclusive）

成長を3つの主要な柱とし、2020年までに達成するべき

雇用・社会政策関係の目標として以下の3つを挙げている。

・20 ～ 64歳の就業率を2010年当時の69％から少なくと

も75％に引上げ

・中途退学の割合を10％以下とし、高等教育卒業比率を

40％以上へ引上げ

・貧困や社会的疎外又はその危機にある者を2,000万人

削減

　2015年3月、EU統計局は、戦略の中間年に当たること

から、同戦略の進捗報告書を発表した。就業率は経済危

機の影響を受けて2013年には68.4％に低下した7。しか

し、その後、2014年は69.2％、2015年は70.1％と、就業

率は回復傾向にある。

　また、欧州委員会は戦略に関するパブリックコメント

を2014年に実施し、2015年3月に公表8した。今後、パ

ブリックコメントの結果のほか、欧州議会、閣僚理事会、

加盟国議会等の意見を踏まえつつ、見直しに関する提案

を行う予定である。

（ロ）	 雇用政策に係るガイドライン

　2010年10月に、閣僚理事会において、欧州2020戦略

の施行に当たり各加盟国が講ずべき雇用政策に係るガイ

ドライン（Guidelines for the Employment Policies 

of the Member States）9が採択された。このガイドラ

インは、欧州2020戦略の施行に当たり、各加盟国が講ず

る雇用政策の立案・実施に際して考慮されるべき事項を

整理したものである。

　加盟国は、別途策定された経済運営に関するガイドラ

インと併せ、これらのガイドラインを踏まえた国別政策

案（National Reform Programmes）を策定している。

　なお、当ガイドラインは、2014年11月の欧州委員会の

新体制の発足を受け、2015年3月、欧州委員会より改定

案が示され、同年10月、閣僚理事会において採択された。

　改定後のガイドラインの概要は以下のとおり。

表 3-5-4　「欧州2020戦略」の目標達成状況
（千人、%）

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2020年目標
20 ～ 64歳の就業率 68.6 68.6 68.4 68.4 69.2 70.1 75.0 
高等教育卒業比率 33.8 34.8 36.0 37.1 37.9 38.7 40.0 
貧困のリスクがある者 117,678 120,667 123,601 122,685 122,258 118,759 （注1）

資料出所：EU統計局（EUROSTAT）
注1: クロアチアを除くEU加盟国27か国において、対2008年差20,000千人減少を目標としている。
注2: 高等教育卒業比率の2013年以前と2014年以降の数値の接続性はない。

■7）	� EU統計局によると、2009年以降、若年者と低技能労働者、外国人の就業率が低下したという。
■8）	� パブリックコメントの主な結果は、「「欧州2020戦略」は、EU及び加盟国レベルで雇用・成長を促進するための包括的な枠組み。戦略に定められた

目標や優先課題は、現在・将来の課題に照らし意義がある。」「目標は、雇用・成長を促進する上で鍵となるものであり、戦略の焦点を絞ることに役
立っている」「戦略の実施のあり方については改善の余地がある。」等となった。

■9）	� 2010年10月「雇用政策に係るガイドライン」は、①就業率の向上、構造的失業の改善、雇用の質の向上、②労働市場のニーズに対応した知識・技能
を備えた労働力の育成及び生涯学習の推進、③教育及び職業訓練システムの質の向上並びに高等教育への参加促進及び④社会統合の推進及び貧困対
策からなった。
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①　労働需要の喚起

・雇用創出の促進、企業の雇入れの際の障壁の除去、起

業の促進、特に中小企業に対する重点的支援。社会ビ

ジネスの促進。

・労働に対する課税の削減（他の対象への課税のシフト）。

・生産性を踏まえた賃金設定の促進。

②　労働供給・スキルの向上

・適切な知識・スキルを取得させることによる生産性・

エンプロイアビリティ10の向上。教育制度、職業訓練

制度への投資。生涯教育の機会の向上、高齢者雇用の

促進。

・長期失業者への支援の強化。ユース・ギャランティー

（（3）参照）の実施。

・中途退学の防止。学歴の向上、デュアルシステム（教

育、職業訓練の同時実施）の検討。

・女性、高齢者、若者、障害者、合法的移民の労働市場

参加の障壁の除去。同一賃金を含む男女平等の確保、

経済的に手頃で質の高い幼児教育・保育へのアクセス

の確保。

③　労働市場の機能の向上

・労働市場の二極化の是正。雇用保護法制の見直し（企

業の雇入れ環境の改善、既に雇用されている者及び求

職者・非正規雇用労働者双方にとって適切な水準の雇

用保障の提供）。

・労働市場改革に当たっての議会及び労使の関与。

・積極的労働市場政策の強化。公共職業安定所の機能強

化を通じたマッチングの改善・労働移動の支援。セー

フティネットの機能の強化。

④　公正の確保、貧困への対応、機会均等の促進

・格差に対応した社会保障制度の構築。子育て支援、職

業訓練、住居支援、医療サービス等を通じたシンプル

でより対象を絞った支援の実施。

・少子高齢化を踏まえた持続可能な年金制度の構築。法

定定年年齢と平均寿命とのリンク、実際の退職年齢の

引上げ、退職後のための補完的貯蓄の促進。

（3）	 若年者雇用対策

　若年者を取り巻く厳しい雇用情勢に対応し、学校から

職場への円滑な移行を図る等の観点から、加盟国に対し

て、「ユース・ギャランティー」の実施を要請している

（2013年4月の閣僚理事会で採択）。ユース・ギャラン

ティーとは、若年者（15 ～ 24歳）が、卒業又は失業後4

か月以内に、①良質な雇用、②学業の継続、③インター

ンシップ、④徒弟訓練（学校から職場への移行を円滑化

するため、企業との雇用関係の下での就業経験と、教育

機関等における理論の修得の双方を可能とするデュアル

形式により行われる訓練）の機会を得られるよう支援す

る取組みである。具体的なスキームの設計は加盟国に委

ねられており、2014年1月から施行されている。

　ユース・ギャランティーの実施を促進する観点から、

欧州社会基金による加盟国への財政支援を行っているほ

か、若年失業率が25％を超える地域を抱える加盟国に対

しては、「若者雇用イニシアティブ」（YEI）という特別

な財政支援措置を用意している。具体的には、欧州社会

基金の予算枠のうち30億ユーロ、欧州社会基金以外の

EU予算のうち30億ユーロの計60億ユーロの特別枠

（2014 ～ 2020年まで）を設定し、加盟国がEU予算をよ

り多く活用することができるようにしている。なお、特

別枠を活用するためには、加盟国は、ユース・ギャラン

ティーの実施を含むYEIの事業計画をEUに提出するこ

とが必要である。

　欧州委員会によると、その実施以来（2014年〜 2016

年）、ユース・ギャランティーの下で、900万人の若者が

必要なオファー受け、若年失業者が160万人減り、ニー

トが90万人減った。欧州委員会としては、若者雇用イニ

シアティブの継続も通して、ユース・ギャランティーの

実施を更に支援していくこととしており、特に、合計で

20億ユーロ（若者雇用イニシアティブの予算増額で10億

ユーロと、欧州社会基金からの手当を合わせて20億ユー

ロ）の追加支援を検討しており、これにより、2020年ま

でに、各国で失業に苦しむ100万人の若者を支援できる

と考えている。このほか、①インターンシップの質の確

■10）�「エンプロイアビリティ」は、労働市場価値を含んだ就業能力、即ち、労働市場における能力評価、能力開発目標の基準となる実践的な就業能力の
こと。
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保に向けたEUレベルの枠組みの構築、②徒弟訓練に係

る連携の推進11、③EURESの活用による域内労働移動

の促進12に取り組んでいる。

（4）	 外国人労働者対策

　少子高齢化による労働力人口の減少に対応し、EU経

済圏としての競争力を維持する観点から、移民政策分野

における統一的なアプローチが求められており、EU条

約上、EUには、共通移民政策策定の権限が与えられて

いる。ただし、外国人労働者について、どの程度（対象

範囲及び受入量）、労働市場へのアクセスを認めるかにつ

いては、加盟国に委ねられており、加盟国の強い国家保

護的スタンスも相まって、EU統一体としての政策的な

進展は十分見られていない。

　2005年、欧州委員会は、「合法的移民に関する政策プ

ラン」を公表し、①高技能労働者、②季節労働者、③企

業内転勤者、④研修生及び⑤単一許可制度に関する5つ

の指令を策定することを提案し、このうち④を除き、2014

年5月までに成立した。成立した指令の概要は、以下の

とおりである（英国、アイルランド及びデンマークは、

適用除外）。

イ	 ブルーカード指令（2009 年成立、2016 改定）

　高技能労働者の受入れを促進する観点から、「EUブ

ルーカード」という特別の滞在・労働許可制度を設ける

ことによって、高技能労働者に関する入国・滞在条件に

係る域内規制の調和を図るとともに、入国手続を簡素化

するもの。

　対象労働者は、受入国の労働者の平均年収の同等から

1.4倍以上13の業務に従事、高度な専門資格を保有等一定

の要件を満たすことが必要である。高技能労働者は、労

働条件、社会保障、教育・職業訓練等について内国民と

同等の待遇が認められるほか、家族の帯同も可能である。

なお、有効期限は、1 ～ 4年までの間で受入国が決定す

る（更新可能）。

ロ	 季節労働者に関する指令（2014 年成立）

　EU域内での季節労働者（主に農業や観光業といった

季節による業務の繁閑が多い分野に従事する低技能の労

働者）の構造的な不足がある一方で、季節労働に従事す

る外国人労働者の劣悪な労働条件、就労許可を得ずに季

節労働に従事する外国人労働者の存在といった実態を踏

まえ、外国人の季節労働者の保護を強化する観点から制

定された。

　季節労働者は、一定の滞在期間（年間5 ～ 9か月まで

の間で加盟国が設定。最低一回は更新可能）の下、労働

条件、社会保障（失業手当、家族手当を除く）等につい

て内国民と同等の待遇が認められる14。

　また、季節労働者の受入れに当たり、適切な住居を確

保することが必要とされ、雇用主が季節労働者に法外な

住居費を課していないこと等が求められる。

　

ハ	 企業内転勤者に関する指令（2014 年成立）

　EU域外から加盟国内への企業内転勤（EU域外に居住

するEU加盟国以外の国民が、EU域内にある同じ事業主

体又は事業グループの事業所に一時的に配置転換される

こと）を促進するため、企業内転勤者及びその家族の入

国、居住、勤務等に係る権利を定めた。

　管理職及び専門職は最大3年、研修員は最大1年の滞在

期間となっており、一定の条件の下15、滞在期間中に他

のEU加盟国へ滞在、勤務することも可能である。

　企業内転勤者は、労働条件、社会保障、教育・職業訓

練等について内国民と同等の待遇が認められるほか、家

族の帯同も可能である。

ニ	 単一許可指令（2011 年成立）

　外国人に係る滞在許可及び労働許可を一元化し、手続

■11）�2013年7月、行政機関や企業、労使団体、教育訓練プロバイダー、若年者の代表等を交えた連携組織（European Alliance for Apprenticeship）
を設置。http://ec.europa.eu/education/apprenticeship/index_en.htm

■12）�EU圏における国境を越えたマッチング支援を行う仕組みとして、「Your First EURES Job」プログラムがある。サービスを受けられる求職者は、
18 ～ 30歳のEU市民及び合法的にEU内に居住している者。求人側は、自国内で適格な労働者が確保できないEU内の企業であり、雇用条件が適法
である6 ヶ月以上の求人が対象となる。（http://ec.europa.eu/social/main.jsp?catId=993）

■13）�労働者が不足している業種及び知的職業に従事する若者は平均年収の80％を適用することが可能。
■14）�ただし、受入国は受入数の制限やEU域内での調達が可能なことを理由として受入れの申請を却下することができる。
■15）�当該滞在期間のあらゆる180日のうち90日を超えない期間においては、受入加盟国以外の加盟国に滞在し、同じ事業主体又は事業グループで勤務す

ることができる。また、滞在期間が90日を当該企業内転勤者から移動先受入加盟国へ申請し、許可された場合は、当該加盟国で滞在、居住及び勤務
することができる。
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を簡素化する16とともに、外国人に関する一般的な権利

（労働条件、教育・職業訓練、社会保障等について、入国

先及び滞在先の国民と平等な取扱いを受けること）を規

定している。

（5）	 雇用における平等の確保

　雇用における平等の確保のための政策は、男女平等の

分野から始まり、その後、1997年のアムステルダム条約

の締結を受け、人種、宗教、障害、年齢等といった他の

分野における差別禁止へと発展してきた。代表的な指令

は、以下のとおりである。

イ	 男女均等指令（2006 年成立）

　男女同一賃金指令（1975年）、男女均等待遇指令（1976

年）等4つの指令17を統合するもの。①同一（価値）労

働同一賃金原則をはじめ、②雇用へのアクセス、解雇を

含む労働条件に係る男女均等原則、③直接差別、間接差

別、ハラスメント、セクシャル・ハラスメントの禁止、

④権利救済のための手続等を規定している。

ロ	 人種・民族均等待遇指令（2000 年成立）

　雇用、教育・訓練、社会保障、公共財・サービスへの

アクセスにおける人種・民族による差別を禁止している。

ハ	 一般雇用均等指令（2000 年成立）

　雇用分野における宗教・信条、障害、年齢、性的志向

による差別を禁止している。

ニ	 企業における女性幹部割合向上に向けた指令案

　企業の意思決定レベルにおける男女平等を推進する観

点から、「欧州女性憲章」（2010年3月）、「男女平等のた

めの5か年戦略」（2010年9月）等による取組みを進めて

きたが、企業における女性幹部割合が思うように上昇し

ない実態（2012年1月時点で13.7％）にかんがみ、2012

年11月、欧州委員会は「企業における女性幹部割合向上

に向けた指令案」を公表した。

　現在、閣僚理事会で審議が行われているが、加盟国間

の意見の差異が大きく、合意の目処は立っていない。

４　労働条件対策………………………………
（1）	 労働時間制度

　1993年に労働時間指令が成立した。基本的な内容は、

以下のとおり。なお、特定の業種や業務の性格等に応じ

適用除外が設けられている。

イ	 週労働時間

　時間外労働を含め週48時間以内。なお、週労働時間を

算定するための基礎期間は原則4か月。ただし、使用者

があらかじめ労働者本人の同意を得ている場合には、こ

れを超えて労働させることができる（いわゆる「オプト・

アウト」）。

ロ	 夜間労働

　夜間労働者の通常の労働時間が24時間ごとに平均8時

間を超えないこと（特別な危険又は重い心身の緊張が伴

う夜間労働者の場合は、夜間労働を行う24時間ごとに8

時間を超えないこと）。

ハ	 休息・休日

　24時間ごとに連続11時間以上の休息、7日ごとに連続

35時間以上（正当な理由がある場合には、連続24時間以

上）の休息を確保しなければならない。

ニ	 年次有給休暇

　4週間以上。

（2）	 非正規雇用法制

イ	 パートタイム指令（1997 年成立）

　パートタイム労働者は、雇用条件に関し、客観的理由

に基づき正当化できる場合を除き、パートタイム労働者

であるという理由のみにより、比較可能なフルタイム労

働者よりも不利な取扱いを受けてはならない（非差別の

原則）。適当な場合には、時間比例の原則が適用される。

　使用者は、可能な限り、パートタイム労働からフルタ

イム労働への転換の希望（その逆の転換の希望も同様）、

応募可能なポストに関する情報提供、パートタイム労働

者に対する職業訓練の受講の促進等を考慮しなければな

■16）�受入国は、申請に対して4 ヶ月以内に適合性を審査し、受入れの可否を決定しなければならない。
■17）�その他、公的社会保障給付を補完する任意制度における差別的取扱いの禁止指令（1986年）、立証責任の転換指令（1997年）がある。
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らない。

ロ	 有期労働指令（1999 年成立）

　有期契約労働者は、雇用条件に関し、客観的理由に基

づき正当化できる場合を除き、有期契約労働者であると

いう理由のみにより、比較可能な常用労働者よりも不利

な取扱いを受けてはならない（非差別の原則）。適当な場

合には、時間比例の原則が適用される。

　有期労働契約の反復更新による濫用を防止するため、

加盟国は、反復更新を正当化する客観的な理由、反復更

新による通算雇用期間の上限、更新回数の上限のいずれ

かの措置を導入しなければならない。

　使用者は、有期契約労働者が常用雇用に移行する機会

が得られるよう、応募可能なポストに関する情報提供を

行うとともに、職業訓練機会の提供を促進しなければな

らない。

ハ	 派遣労働指令（2008 年成立）

   派遣労働者の基本的な労働条件は、派遣労働者が当該

業務を行うために派遣先に直接雇用されていたならば適

用されるものと同等以上でなければならない（均等待遇

の原則）。

   派遣労働者が派遣先において常用雇用の機会が得られ

るよう、派遣先における応募可能なポストに関する情報

提供を行わなければならない。

   加盟国は、派遣労働者が、派遣元事業主が提供する職

業訓練機会及び派遣先がその雇用する労働者に提供する

職業訓練機会に参加しやすくなるよう、適切な措置を講

じ、又は労使間の対話を促進しなければならない。

（3）	 出産休暇及び育児休暇制度

イ	 母性保護指令（1992 年成立）

　①産前産後における連続14週間以上の休暇の付与（う

ち2週間は本人の意志によっても返上不可）、②休暇期間

中の十分な額の手当の保障、③妊婦検診のための有給休

暇の取得、④妊娠から産後休業までの間の解雇制限、⑤

危険業務・夜間業務への就業制限等を規定している。

ロ	 育児休業指令（2010 年成立）

　①男女の労働者に対し、8歳までの間で各国（加盟国

又は労使）で定める年齢まで、4か月以上の休暇の付与、

②育児休業取得者に対する解雇その他の不利益取扱いの

禁止等を規定している。

５　労使関係施策………………………………
　労働施策の実施に当たって、労使との対話（ソーシャ

ル・ダイアログ）が重視されている。具体的には、EU

指令を含め欧州委員会が政策立案を行う際には事前に労

使に協議を行うこととされているほか、労使が自ら（労

使のみで）協議を行うことを選択し、労働協約が成立し

た場合には、その内容が指令になるという独特の仕組み

が設けられている18。

   また、欧州理事会の機会を捉えて、EUの機関と労使

の代表とのハイレベルで意見交換を行うソーシャル・サ

ミットが開催されている。

（1）	 労働者団体

　欧州労働組合連盟（ETUC）に欧州の39か国19の90の

労働組合、10の産業別組織が加盟し、組合員数は約6,000

万人である。（2011年5月現在）

（2）	 使用者団体

　欧州経営者連盟（Business europe）、欧州中小企業

協会（UEAPME）、欧州公共企業センター（CEEP）が

ある。

６　最近の動向…………………………………
（1）	 能力開発対策

　欧州委員会は2016年6月に「欧州新スキル・アジェン

ダ（The New Skills Agenda for Europe）」を公表した。

イ	 趣旨

　EUでは、①7,000万人の者が適切な読み書きの能力を

欠き、さらに多くの者が計算能力やデジタルスキルに乏

しい状況にあり、こうした者は失業や貧困等のリスクに

さらされていること、②高資格の若者が才能や意欲に見

■18）�労働協約が指令化された例として、パートタイム指令、有期労働指令、育児休業指令がある。
■19）�EU加盟国28カ国以外の国は、アンドラ、アイスランド、リヒテンシュタイン、モナコ、ノルウェー、サンマリノ、スイス、トルコ、マケドニア、

セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナの11カ国。
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合った仕事に就くことができないこと、③他方、使用者

も企業の成長やイノベーションに必要となる適切な労働

者を探すことができないこと等スキルに関する多くの課

題がある。

　こうしたスキルをめぐる課題に対応するため、スキル

を可視化し、地方・国・EUレベル、学校から労働市場

に至るまでスキルの評価の改善を目指す。

ロ	 概要

　以下の10の行動に取り組む20よう加盟国に提案する。

①　スキル・ギャランティー（Skills Guarantee）の創設

　�　低技能者が自己のスキルと能力向上の必要性を認識

することを支援するためのスキル分析、個人及び地域

の労働市場固有のニーズに対応した訓練機会の提供並

びにスキルが正当に証明、評価される機会の提供を行

う。

②�　欧州資格枠組み（European Qualifications Framework, 

EQF）の改定

　�　EUでの技能資格の透明性及び比較可能性を向上さ

せ、EU労働市場における資格や技能の有用性を高める。

③�　デジタルスキル・ジョブ連合（Digital Skills and 

Jobs Coalition）の創設

　�　加盟国及び関係者の協働により、デジタルスキルに

秀でた大規模の人材プールを開発し、適切なデジタル

スキルを備えた人材を確保する。加盟国は包括的な国

家 デ ジ タ ル 技 能 戦 略（comprehensive national 

digital skills strategies）を策定し、欧州委員会は

その進捗状況を「欧州デジタル進捗報告（Europe’s 

Digital Progress Report, EDPR）」を通じ毎年点検

する。

④　スキルに関する産業別の協力のための枠組みの創設

　�　特定の産業分野におけるスキルに関する知見の改善

やスキル不足への対応を改善するため、産業別の協力

のための枠組みを創設する。自動車、海洋技術、宇宙、

防衛、繊維、観光については2016年から先行的に実施

する。

⑤　外国人のためのスキル評価の仕組みの創設

　�　難民その他移民のスキルや資格を早期に評価し、整

理するためのツールを作成する。

⑥　ユーロパス（Europass Framework）21の改定

　�　オンラインサービスのプラットフォームを創設する

ことや技能・資格に関する情報を記録・共有するツー

ルを提供する。スキルのニーズや傾向に関する情報を

リアルタイムで容易に入手できるようにする。

⑦　職業教育訓練の強化

　�　職業教育訓練の受講が若年者にとって第一の選択肢

となるよう、実習ベースの学習機会の増加、職業教育

訓練の効果の可視化を促進する。

⑧　生涯学習のための主要な能力に関する勧告の改定

　�　教育・訓練カリキュラムにおける生涯学習のための

主要な能力の導入を更に促進するとともに、それらス

キルを発展し評価するための支援を提供する。その際、

特に起業やイノベーション志向の考え方が促進される

ように注意を払う。

⑨　大学卒業後の状況把握の強化

　�　大学卒業者が、卒業後、労働市場においてどのよう

な成長を遂げているかを把握するための追跡の仕組み

を加盟国に提案する。

⑩　高度技能者流出への対応

　�　高度技能者流出の問題に対応するため、更なる分析

及び効果的な対応策に関する好事例を共有する。

（2）	 国外派遣労働者指令の改定の動向

　2016年3月に欧州委員会は、国外派遣労働者指令の改

定案を提出した。現行の指令では、国外派遣労働者22に

は労働時間や労働安全衛生等の中核的労働条件について

は派遣先国の法令が適用されるが賃金は最低賃金の適用

に留まっており、派遣先国の労働者との間に賃金の格差

が生じていることが問題となっているためである。

■20）�①～④は2016年6月、⑤～⑩は2016年後半～ 2017年に取組みを開始。
■21）�欧州市民の資格や能力を示す文書のポートフォリオ。ユーロパス文書は、①ユーロパス履歴書、②ユーロパス・モビリティ、③ユーロパス学位添付

書類、④ユーロパス語学能力パスポート、⑤ユーロパス職業訓練資格添付書類等からなる。
■22）�EUの派遣元国の事業主に雇用され、EU域内の派遣先国に派遣されて就業する労働者（posted worker）。
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　主な改定内容は、①国外派遣労働者に対して、派遣先

国の法令が適用される賃金の範囲を現行の最低賃金から

報酬全般23に拡大すること、②派遣先国の産業全体に適

用される労働協約がある場合において、国外派遣労働者

に適用される当該労働協約を全ての業種に拡大するこ

と、③派遣期間が24 ヶ月を超える国外派遣労働者には、

派遣先国の労働法を適用することとなっている。

　これに対して、2016年5月、東欧諸国を中心とする11

カ国24の議会が、反対を表明し、補完性原則に違反する

としてイエローカードを発動25して改定案の見直しを求

めたため、欧州委員会は改定案を再検討したが、同年7

月に改定案は補完性原則に違反しない旨を発表した。

（3）	 若年者雇用対策

　2015年11月、欧州委員会は、若年者の就職環境を改善

する観点から、産学連携を促進するため、欧州の経済界

とともに新たな協定を立ち上げることを公表した。具体

的には、経済界は、欧州委員会や関係機関と協力し、2017

年までに1万件の産学のパートナーシップを立ち上げる

とともに、新たに少なくとも10万件の徒弟訓練、イン

ターンシップ又は雇用（新卒相当）の機会を創出する。

これらの実現のため、各加盟国において行動計画を策定

し、その結果及び今後の政策のための提言を2017年後半

開催予定の第1回欧州産学サミットに報告することとした。

（資料出所）

⃝	欧州委員会ホームページ

	 http://ec.europa.eu/index_en.htm

⃝	EU統計局（EUROSTAT）ホームページ

	 http://epp.eurostat.ec.europa.eu/portal/

page/portal/eurostat/home/

⃝	内閣府「世界経済の潮流」2015年Ⅱ

	 http://www5.cao.go.jp/j-j/sekai_chouryuu/

sa15-02/sa15.html

■23）�時間外賃金等の割増賃金、賞与、手当、勤続年数に基づく昇級等が含まれる。
■24）�ブルガリア、クロアチア、チェコ、デンマーク、エストニア、ラトビア、リトアニア、ポーランド、ルーマニア、ハンガリー及びスロバキア
■25）�補完性原則（加盟国レベルでは目標を十分に達成できないが、EUレベルでよりよく達成できる場合のみEUの権限を行使する、とする統治原則）に

反しないかを監視する任務を加盟国議会に付与し、違反すると場合にこれを支持する票が全体の3分の1を超えると「イエローカード」が発動し、欧
州委員会は原案の見直し等の対応をとる必要がある。
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